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わが国は、今まさに時代の転換点に立っている。バブル崩壊後、経済が低迷し、

わが国発の世界恐慌のおそれが生じる中、長きにわたり景気回復を最優先とする経

済運営が行われてきた。金融、税制、規制等制度面での構造改革の取り組みもなさ

れてきた。こうした状況の下、民間部門において経済の構造調整が進み、ようやく、

雇用・設備・債務の「3つの過和j」の調整がかなり進展してきている。景気回復の

程度には地域・産業・企業規模でばらつきがみられるものの、国内民間需要中心の

経済成長を続けている。今や、「バブル後」という長いトンネルを抜け出ようとして

いるところである。

他方、わが国の経済社会構造に目を転じてみると、少子・長寿化、グローバル化

など、大きな変貌を遂げつつぁる。少子化は予想以上の早さで進展し、本格的な人

口減少社会が到来している。財政は、税収が歳出の約半分しか賄えていない状況が

続いており、主要先進国中最悪の財政状況に陥っている。このような事態を前に、

国民の間には、将来に対する不安感が生じていることは否めない。

こうした状況を踏まえれば、今後は、いわゆる負の遺産を清算するという視点に

とどまることなく、新しい時代を展望しながら、持続可能で活力のある、安心・安

全な社会を構築するといった視点を重視し、広範な構造改革を更に一層強力に推進

していく必要がある。このような改革の一環として、税制面においても、抜本的な

改革に取り組まねばならない。
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既に述べたような危機的な財政状況の中、歳出・歳入一体改革への取組みは不可

欠であり、平成 18年からは、政府・与党一体となって、本格的な議論を進めること

としている。もとより、財政は、国民の合意を得た基準で広く国民から徴収した税

収によりオ尉共されるべき公共サービスを国民に配分することが本来の役割である。

これを基本として、まずは、歳出削減を徹底すべきである。また、税制面において

も、平成 19年度を目途に、少子・長寿化社会における年金、医療、介護等の社会保

障給付や少子化対策に要する費用の見通し等を踏まえつつ、その費用をあらゆる世

代が広く公平に分かち合う観点から、消費税を含む税体系の抜本的改革を実現させ

るべく、取り組んでいく。


